
後悔の念で迎えた「脱原子力」
ドイツでは、さる４月１５日に、最後に残った３基の原子力発電所が運転を停止、「脱原子力」を

完了した。活動家たちのお祭り騒ぎの映像も流れたが、調査会社ユーガヴによる直近の世論調査
では、国民の２／３は稼働の延長を支持。エネルギー危機のさなか、国民の多くが「後悔の念」で
この日を迎えたようである。

発電所を残す手立てはなかったのか？　̶容易ではなかった後戻り̶
せめて、このエネルギー危機が一段落するまで発電所の運転継続はできなかったのかという疑

問は当然だろう。しかし、廃止が決まった発電所では、従業員の配置転換や再就職の手配が進み、
運転継続のための新燃料や定期検査時の取替部品等もないはずだ。足元では２～３年程度の停止
を余儀なくされ、少なくとも１０年程度の運転延長の前提なしには、運転再開のためのヒト・モノ・
カネを集めることはできなかったであろう。
ところが、担当の経済・気候保護大臣ハーベックと環境大臣レムケは、いずれも反原子力運動

を原点とする緑の党のメンバーである。そんな長期の原子力利用継続は、あり得ない選択だった。
従って、２１年９月の連邦議会選挙を経て連立政権が誕生した時点で、ドイツの選択は終わっていた
ということだ。因みに、エネルギー危機の発生以降、欧州では多くの国が原子力発電所の新設や
稼働延長に動いており、ドイツと異なる選択をしている。

脱原子力の選択を評価すると　̶原子力推進のフランスとの比較̶
ドイツの「脱原子力」はどう評価されるべきか。発電の７割を原子力で賄うフランスと比べて

論じてみたい。
ドイツ政府が言う「“管理不能”な原子力のリスクから解放」というのが、この選択の最大の目的

であろう。その対価として、ドイツ人はフランス人に比べ、家庭用で1．7倍、産業用で1．4倍の電気代
を払い（以上、裏面のグラフ参照）、発電量あたりの CO2を８倍も排出（※１）している。そして、未だ
比率の高い火力発電により、今後も化石燃料の供給不足や価格高騰に一喜一憂することとなる。
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影響は国内ばかりではない。過去２年で廃止した６基、約８５０万ｋWによる発電量は、火力発電
ならば年間８００万 tものＬＮＧ消費に相当。昨年、ロシアからのガス供給の減少に対し、欧州が
増やしたＬＮＧの輸入量は前年比４千万 t 程度と言われていることを考えると、決して小さな数字
ではない。世界中がガスや石炭の不足と価格高騰に苦しむなか、周辺国からはドイツに対し不満の
声が上がっていた。

北陸原子力懇談会

※１：2019 年、電気事業低炭素社会協議会「電気事業における地球温暖化対策の取組み」より

日本の選択は？　 「̶原子力を最大限活用」に転換したのか̶
さて、日本人はどうするか。政府は「ＧＸ実現に向けた基本方針」で、原子力は再エネと共に

「最大限活用」するとして、最長６０年の運転期間の延長や新型炉の建設等の方針を掲げた。これ
は「可能な限り原発依存度を低減」という第六次エネルギー基本計画の方針からの大きな転換と
みえるが、現実はどうであろうか。
長年にわたる原子力発電所の停止や新規建設の停滞をうけ、発電所では実際に稼働に携わった

運転・保守要員が減り、関連産業でも操業の停止や事業撤退が増えている。産業全体として新規
発電所の建設の記憶も遠ざかりつつある。
発電所の再稼働や新規建設などの具体策が遅れ、あと数年も同じような状況が続けば、それは

「脱原子力」を選択するのに等しい行為となろう。どういう道を選ぶのか、残された議論の時間は多
くない。原子力事故の影響の大きさを目の当たりにした日本人には難しい選択である。しかし、昨
今、私たちはエネルギーを持たざる国の苦しみも改めて味わった。くれぐれも「後悔」のないように
したい。

（２０２３年６月７日、富山市にて）
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